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守秘義務の遵守に関する誓約書 
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「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」（以下「本事業」という。）への参画に係る検討

又は参画を目的（以下「本目的」という。）として、本誓約書を提出した者に鹿児島市水道局（以

下「水道局」という。）から配付される閲覧資料データ（以下「守秘義務対象資料」という。）の

提供を受けることを希望します。守秘義務対象資料の提供を受けるに当たっては、下記事項を遵守

し、秘密を保持することを誓約します。 

 

記 

第１条（利用の目的） 

１ 当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料の提供を受けるものであり、本目的以外の目

的のために守秘義務対象資料を利用しません。 

２ 当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、当社が業務を委託する設計会社、建設

会社、その他関係する事業者に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができ

るものとします。 

３ 当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、水道局に対して、様式４により、事前

の書面による通知を行った上で、構成企業（構成企業になろうとする者を含む。）、当社の関

連会社（ここでいう関連会社とは当社が出資を受けている親会社並びに当社の連結子会社及び

当社の持分法適用会社を指します。）及び協力企業（本目的に関し、協力を依頼する者等を指

します。また、協力企業となろうとする者を含む。）（以下「第二次被開示者」と総称す

る。）に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。 

４ 当社は、自らの責任において、前二項の定めにより守秘義務対象資料の全部又は一部の開示

を受けた者に本誓約書に定める義務を遵守させるものとし、これらの者がかかる義務に違反し

た場合には、当社が本誓約書に違反したとみなされて責任を負うことを約束します。 

５ 当社は、水道局から提供される全ての守秘義務対象資料等は、参考のために提供されるもの

であり、水道局はその内容の正確性について一切の責任を負わないことを承認します。 

 



第２条（秘密の保持） 

当社は、水道局から提供を受けた守秘義務対象資料を秘密として保持するものとし、前条に定

める場合のほか、第三者に対し開示しません。但し、法律、命令、条例等（以下「法令等」とい

う。）により開示が義務付けられる場合はこの限りではありません。 

第３条（善管注意義務） 

当社は、水道局から提供を受けた守秘義務対象資料を、善良な管理者としての注意をもって取

り扱うことを約束します。 

第４条（期間） 

本誓約書に基づき当社が負う義務は、本事業にかかる調達終了後であっても、存続するものと

します。 

第５条（損害賠償義務） 

当社の本誓約書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより水道局に生じ

た損害を賠償することを約束します。 

第６条（書類の破棄） 

１ 水道局から提供を受けた守秘義務対象資料は、本目的のために遂行する業務が終了した時点

で、すべて速やかに当社の責任において適切に破棄することを約束します。また、この場合に

おいて、当社の第二次被開示者に対して守秘義務対象資料の全部又は一部を開示していたとき

は当社の第二次被開示者に対して、開示を受けた守秘義務対象資料をすべて速やかに当社の責

任において適切に破棄させることを約束します。 

２ 水道局から提供を受けた守秘義務対象資料について、その全部又は一部の複製を行った場合

（磁気ディスクその他の媒体への記録を含む。）、本目的のために遂行する業務が終了した時

点で、すべて速やかに当社の責任において適切にこれらを破棄又は消去することを約束しま

す。ただし、社内決裁資料に守秘義務対象資料に記載された情報が含まれ不可分一体となって

いる場合及び法令等により守秘義務対象資料に記載された情報を保持することが義務付けられ

ている場合は、当社は守秘義務対象資料等を破棄することなく、当社において適切に保管する

ことを約束します。この場合、当社、当社の第二次被開示者は、その理由を付して破棄予定日

を水道局に対し、通知することとし、情報保持を義務付けられた期間が経過したときは、すべ

て速やかに当社の責任において適切に破棄又は消去することを約束します。 

３ 当社、当社の第二次被開示者は、前二項の規定に基づき守秘義務対象資料を破棄又は消去し

たときは、水道局に対し、その旨報告します。 

第７条（準拠法、管轄） 

１ 本誓約書は日本法に従って解釈されるものとします。 

２ 当社は、本誓約書に関連する一切の紛争については、鹿児島地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とすることに合意します。 

 

以上 


